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8

10

年　　月　　日まで

石綿含有建材の種類

5

みなし 無し

1 2 3 4

建築用仕上塗材

建築用下地調整塗材

有り

スレートボード

スレート波板

けい酸カルシウム板第１種

石膏ボード

石綿セメント管

パッキン

断熱材

保温材

その他 （　　　　　　　　　　　　　）

吹付け石綿

その他 （　　　　　　　　　　　　　）

耐火被覆材

①石綿含有吹付け材（レベル１）

②石綿含有保温材等（レベル２）

書面による調査及び目視による調査を行った者 資格の種類

講習実施機関

9

解体等工事に係る建築物等の部分における各建築材料が特定建築材料に該当するか否か及びその根拠

分析調査を行った箇所

分析調査を行った者の氏名及び所属する機関又は
法人の名称

氏　名

所属機関

氏　名

改造又は補修作業の対象となる建築物等の部分

法第16条の5第二号に規定する調査を行った者の氏名

7

4
事前調査の方法

解体等工事に係る建築物等の設置に着手した年月日 年　　　月　　　日
5

建築材料を設置した年月日 年　　　月　　　日

事前調査を終了した年月日 年　　　月　　　日

設計図書その他書面目視

分析 その他（　　　　　　　　）

1 解体等工事の発注者の氏名又は名称及び住所

解体等工事の場所

解体等工事に係る建築物等の概要6

備考　１ 解体等工事の元請業者又は自主施工業者は，事前調査に関する記録を作成し，解体等工事が終了した日か
　　　 ら３年間保存しなければならない。
　　　２ 5の「建築材料を設置した年月日」については，解体等工事に係る建築物等が法第16条の5第一号ロからホ
　　　 までに掲げるもののいずれかに該当する場合に限るものとする。
　　　３ 設計図書に記載されている設置年月日より明らかに石綿非含有と判断した場合は，6～10の項目について
　　　 省略することができる。
　　　４ 調査を行った結果，石綿の含有の有無が不明である場合において，分析を行わずに石綿含有みなしとする
　　　 ことができる。

石綿含有建材の有無に関する事前調査記録票

会 社 名

代表者名

（受注者）

工事名称：

保存期限

特定建築材料無しと判断した根拠特定建築材料

氏名又は名称

住　所

代表者氏名

 1 目視　2 設計図書等(4を除く。)
 3 分析　4 建築材料創造者による証明
 5 建築材料の製造年月日

名　称

概　要
3 解体等工事の名称及び概要

③石綿含有成形板等（レベル３）

④石綿含有仕上塗材

その他 （　　　　　　　　　　　　　）



2

8

10

保存期限 令和●●年△△月××日まで

備考　１ 解体等工事の元請業者又は自主施工業者は，事前調査に関する記録を作成し，解体等工事が終了した日か
　　　 ら３年間保存しなければならない。
　　　２ 5の「建築材料を設置した年月日」については，解体等工事に係る建築物等が法第16条の5第一号ロからホ
　　　 までに掲げるもののいずれかに該当する場合に限るものとする。
　　　３ 設計図書に記載されている設置年月日より明らかに石綿非含有と判断した場合は，6～10の項目について
　　　 省略することができる。
　　　４ 調査を行った結果，石綿の含有の有無が不明である場合において，分析を行わずに石綿含有みなしとする
　　　 ことができる。

市道○○号線φ△△㎜・φ××㎜配水管布設替工事

建築用下地調整塗材

建築用仕上塗材

その他 （　　　　　　　　　　　　　）

パッキン

石綿セメント管

石膏ボード

けい酸カルシウム板第１種

スレート波板

その他 （　　　　　　　　　　　　　）

断熱材

耐火被覆材

その他 （　　　　　　　　　　　　　）

解体等工事に係る建築物等の部分における各建築材料が特定建築材料に該当するか否か及びその根拠

石綿含有建材の種類

特定建築材料 特定建築材料無しと判断した根拠

有り みなし 無し

 1 目視　2 設計図書等(4を除く。)
 3 分析　4 建築材料創造者による証明
 5 建築材料の製造年月日

1 2 3 4 5

吹付け石綿

7 改造又は補修作業の対象となる建築物等の部分
φ△△㎜　AP　L=○○.○ｍ

法第16条の5第二号に規定する調査を行った者の氏名 ▲▲　××

9

分析調査を行った箇所

分析調査を行った者の氏名及び所属する機関又は
法人の名称

氏　名

所属機関

書面による調査及び目視による調査を行った者

氏　名 ××　○○

資格の種類 特定建築物石綿含有建材調査者

講習実施機関

5
解体等工事に係る建築物等の設置に着手した年月日 昭和○○年△△月××日

建築材料を設置した年月日 年　　　月　　　日

6 解体等工事に係る建築物等の概要
φ△△㎜　AP　L=○○.○ｍ

4

事前調査を終了した年月日 令和○○年△△月××日

事前調査の方法
目視 設計図書その他書面

分析 その他（　　　　　　　　）

石綿含有建材の有無に関する事前調査記録票【記載例】

（受注者） 会 社 名 ○○○○建設株式会社

代表者名 ○○　××

解体等工事の場所 三原市△△△丁目

3 解体等工事の名称及び概要

名　称 工事名称に同じ

概　要

配水管　φ△△㎜　GX　L=○○.○ｍ
　　　　φ××㎜　HPPE　L=▲▲.▲ｍ

工事名称：

1 解体等工事の発注者の氏名又は名称及び住所

氏名又は名称 三原市水道事業　三原市長　○○　△△

住　所 三原市西野五丁目14番１号

代表者氏名

①石綿含有吹付け材（レベル１）

②石綿含有保温材等（レベル２）

③石綿含有成形板等（レベル３）

④石綿含有仕上塗材

保温材

スレートボード

法人の場合のみ記載

水道事業における管路工事について
は，該当しないため記載は不要

令和５年10月１日から記載が必要

水道事業における管路工事にあっては，
主にこの項目に該当するか否か

保存期限は，当該工事を発注者に引渡し
た年月日から３年間とする

工事名称と同じ場合は，「工事名称」
を記載又は「工事名称に同じ」と記載
する

契約図書の概要のうち，主たる工種
（管路工事にあっては，配管部分）を
記載する

解体等工事の着手日ではなく，「建築物
等の設置工事に着手した年月日」を記載
する
管路工事にあっては，「撤去（廃止）す
る管の布設工事に着手した年月日」を記

6～10については，備考３を参照
石綿含有ありと判断した場合はすべ
ての項目に記載する

資格の種類をリストから選択する


